（様式第１号）

　　　　　　　　業務管理体制に関する報告書（一般検査）　　　　
記入日：　　　　年　　月　　日　　
	事業者（法人）名
	

	所在地（主たる事務所の所在地）
	〒　　　－



	記入者
	（職名）　　　　　　　　　　　（氏名）

	連絡先
	TEL　　　　　　　　　　　　　　FAX

	指定又は許可を受けている事業所又は施設の数（仙台市以外の指定都市を含む）
	ア　指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設

（障害者総合支援法第51条の２）
	ヶ所

	
	イ　指定一般相談支援事業及び指定特定相談支援事業
（障害者総合支援法第51条の31）
	ヶ所

	
	ウ　指定障害児通所支援事業（児童福祉法第21条の5の25）
	ヶ所

	
	エ　指定障害児入所施設（児童福祉法第24条の19の2）
	ヶ所

	
	オ　指定障害児相談支援事業（児童福祉法第24条の38）
	ヶ所


	項目
	点　　検　　内　　容

	１　業務管理体制の届出先について


	１－１　上記ア～オの区分ごとに指定又は許可を受けている事業所は仙台市内のみですか。
□　全ての区分において、仙台市のみで指定を受けている

（業務管理の届出先はすべての区分において仙台市である）

→２－１の点検内容へお進みください。

　□　一部の区分において、仙台市と仙台市以外で指定を受けている

　　（業務管理体制の届出先は仙台市と厚生労働省又は都道府県、他都市である）

→２－１の点検内容へお進みください。

· 全ての区分において、仙台市と仙台市以外で指定を受けている

（業務管理体制の届出先は厚生労働省又は都道府県である）

→点検は以上となります。ご協力ありがとうございました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	２　法令遵守責任者について
	２－１　法令遵守責任者※１を定めていますか

· 定めている　□定めていない

	
	２－２　２－１において、「定めている」にチェックを付けた法人様に伺います。

　　　　法令遵守責任者の職名と氏名をお教えください。

法令遵守責任者　職名　　　　　　　　　　　氏名



	
	２－３　２－１において、「定めている」にチェックを付けた法人様に伺います。

　　　　法令遵守責任者の役割について記入してください。



	
	２－４　２－１において、「定めている」にチェックを付けた法人様に伺います。

　　　　法令遵守責任者様の業務内容について、該当する項目の□にチェックを付けてください。

　　　　□各事業所の法令遵守の取組状況の把握　□法令遵守に係る職員研修の実施
　　　　□関係法令等の情報収集及び周知　

□法令違反行為があった場合の事実関係の把握及び解決策の検討実施
　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	３　法令遵守規程について
	【上記ア～オの区分ごとに、事業所（施設）数が20以上の場合のみお答えください。】

３－１　業務が法令に適合することを確保するための規定（「法令遵守規程※２」（マニュアル）を定めていますか
· 定めている　□定めていない　　　

※定めている場合は法令遵守規程（マニュアル）の添付をお願いします。


	４　業務執行状況の監査
	【上記ア～オの区分ごとに、事業所（施設）数が100以上の場合のみお答えください。】

４－１　業務執行状況の監査※３について定期的に実施していますか
· 実施している　□実施していない

	
	４－２　４－１の監査に係る規程を作成していますか

· 作成している　□作成していない
※作成している場合には、当該規程の全体像がわかるもの又は規程全文を提出してください。

※作成していない場合には、監査担当者又は担当部署による監査の実施方法がわかるものを届け出てください。


※１　法令遵守責任者
　　事業者内で、業務管理体制を整備・強化する上で中心的な役割を担う者。何らかの資格等は求めないが障害者総合支援法又は児童福祉法等の内容に精通した法務担当の責任者で、事業者内部の法令遵守を徹底できる者を選任してください。
※２　法令遵守規程（マニュアル）
法令遵守規程には、法及び法に基づく命令の遵守を確保するための内容を盛り込む必要があります。必ずしもチェックリストに類するものを作成する必要はありません。

例えば、日常の業務運営に当たり法令の遵守を徹底するための注意事項や標準的な業務プロセスを記載したものなど、事業者の実態に即したもので構いません。

※３　業務執行状況の監査
　　事業者が医療法人、社会福祉法人、特定非営利活動法人、株式会社等であって、既に各法の規定に基づき、その監事又は監査役（委員会設置会社にあっては、監査委員会）が法及び法に基づく命令の遵守の状況を確保する内容を盛り込んでいる監査を行っている場合には、その監査をもって障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく「業務執行の状況の監査」とすることができます。
　　なお、この監査は内部監査又は監査法人による外部監査のどちらでも構いません。また、定期的な監査とは、必ずしも全ての事業所に対して、年１回行わなければならないものではありませんが、例えば事業所ごとの自己点検等と定期的な監査とを組み合わせるなど、定期的かつ効果的に行うことが望まれます。
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